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令和２年度における主要施策成果説明書

１ 決算の概要

令和２年度の一般会計決算は、歳入が総額６，１９４，８９８千円（前年度比＋１，

１５６，９４１千円、＋２３．０％）、歳出が総額６，０４０，６２４千円（前年度比＋

１，１５４，６７８千円、＋２３．６％）となり、歳入総額から歳出総額を差し引いた

形式収支が１５４，２７４千円、この額から繰越明許費のために翌年度に繰り越すべき

財源３３，５３１千円を差し引いた実質収支は１２０，７４３千円となった。

この実質収支（歳計剰余金）の処分については、地方自治法第２３３条の２の規定に

基づき、全額を令和３年度への繰越金とした。また、地方財政法第７条の規定に基づき、

２分の１を下らない額を令和３年度において財政調整基金に積み立てる。

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は１１，１９４千円と

なり、この単年度収支に財政調整基金への積立金１９４，０６９千円を加算した実質単

年度収支は２０５，２６３千円となった。

（ 歳 入 ）

令和２年度の歳入決算額は６，１９４，８９８千円で、前年度に比べ＋１，１５６，

９４１千円（＋２３．０％）となった。歳入科目ごとの決算額は下表のとおり。

前年度と比較すると、自主財源では寄附金がふるさとづくり寄附金の増により＋２２

９．４％、繰入金が△９２．０％（令和元年度は土地開発基金の廃止があったため）、全

体では△１．６％となった。

〔 決算の収支状況 〕

令和２年度 令和元年度 差　　引 伸　　率

歳 入 総 額 Ａ 6,194,898 5,037,957 1,156,941 23.0

歳 出 総 額 Ｂ 6,040,624 4,885,946 1,154,678 23.6

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ－Ｂ 154,274 152,011 2,263 1.5

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ 33,531 42,462 △ 8,931 △ 21.0

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 120,743 109,549 11,194 10.2

単 年 度 収 支 Ｆ 11,194 12,949 △ 1,755 △ 13.6

積 立 金 Ｇ 194,069 91,892 102,177 111.2

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0 0 -

積 立 金 取 崩 額 Ｉ 0 0 0 -

実 質 単 年 度 収 支Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ 205,263 104,841 100,422 95.8

※地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額については、一般会計の収支決
　算額と一致していない。

区　　　　　分

（ 単位：千円・％ ）
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依存財源では、国庫支出金が特別定額給付金給付事業費国庫補助金や新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金などにより＋１７６．０％、町債が緊急防災・減災

事業債（志岐集会所大規模改修事業や小中学校屋内運動場防災機能強化事業）などによ

り＋４６．５％、依存財源全体では＋３７．２％となった。

〔 歳入決算額 〕

令和２年度 令和元年度 差　　引 伸　　率 構成比

1,467,718 1,470,512 △ 2,794 △ 0.2 23.7

25,118 40,157 △ 15,039 △ 37.5 0.4

49,966 47,943 2,023 4.2 0.8

51,112 48,163 2,949 6.1 0.8

15,991 4,854 11,137 229.4 0.3

4,452 55,790 △ 51,338 △ 92.0 0.1

152,011 146,639 5,372 3.7 2.5

55,269 37,388 17,881 47.8 0.9

1,821,637 1,851,446 △ 29,809 △ 1.6 29.4

67,427 65,756 1,671 2.5 1.1

383 355 28 7.9 0.0

1,654 1,470 184 12.5 0.0

1,598 984 614 62.4 0.0

1,939 - 1,939 - 0.0

167,809 137,787 30,022 21.8 2.7

0 7,937 △ 7,937 △ 100.0 0.0

　自動車税環境性能割交付金 4,416 1,981 2,435 122.9 0.1

4,174 8,009 △ 3,835 △ 47.9 0.1

1,699,188 1,541,440 157,748 10.2 27.4

783 772 11 1.4 0.0

1,480,746 536,548 944,198 176.0 23.9

457,960 552,266 △ 94,306 △ 17.1 7.4

485,184 331,206 153,978 46.5 7.8

4,373,261 3,186,511 1,186,750 37.2 70.6

6,194,898 5,037,957 1,156,941 23.0 100.0

　繰　越　金

　諸　収　入

※歳入決算額は、地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額については、一般会計の収
支決算額と一致していない。
（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合がある。

　法人事業税交付金

依

存

財

源

　地方特例交付金

　株式等譲渡所得割交付金

　地方消費税交付金

　利子割交付金

　配当割交付金

小　　　　　計

　町　債

　県支出金

　地方交付税

　地方譲与税

小　　　　　計

　自動車取得税交付金

区　　　　　分

　町　税自

主

財

源

　分担金及び負担金

　使用料及び手数料

　財　産　収　入

　寄　附　金

　繰　入　金

（ 単位：千円・％ ）

合　　　　　計

　国庫支出金

　交通安全対策特別交付金
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（ 歳 出 ）

令和２年度の歳出決算額は６，０４０，６２４千円で、前年度に比べ＋１，１５４，

６７８千円（＋２３．６％）となった。歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にど

れだけの経費が投入されているかをみるものであり、前年度と比較して増減が大きいも

のについては下記のとおり。

総務費 特別定額給付金事業の増

民生費 保育所入所児童運営事業の減

衛生費 水道特別会計繰出金（公債費分）の減

農林水産業費 農業省力化機器導入事業、苓北町事業継続支援事業（農業）の増

商工費 地域振興券事業（第１弾）、苓北町事業継続支援事業（商工業）の増

土木費 町道舗装事業（社会資本整備交付金）の増

教育費 志岐集会所大規模改修事業、小・中学校情報機器整備事業の増

災害復旧費 林道施設災害復旧事業の減

公債費 元金の増

※下線は新型コロナウイルス感染症関連事業

〔 目的別歳出決算額 〕

令和２年度 令和元年度 差　　引 伸　　率 構成比

74,735 75,665 △ 930 △ 1.2 1.2

1,648,039 746,501 901,538 120.8 27.3

1,365,594 1,379,450 △ 13,856 △ 1.0 22.6

255,362 270,319 △ 14,957 △ 5.5 4.2

0 0 0 0.0 0.0

305,849 241,333 64,516 26.7 5.1

183,699 135,016 48,683 36.1 3.0

407,378 388,645 18,733 4.8 6.7

207,329 209,009 △ 1,680 △ 0.8 3.4

643,821 424,106 219,715 51.8 10.7

188,929 257,300 △ 68,371 △ 26.6 3.1

759,889 758,602 1,287 0.2 12.6

6,040,624 4,885,946 1,154,678 23.6 100.0

※歳出決算額は、地方財政状況調査に基づく集計基準で集計してあるため、一部項目の金額につ
いては、一般会計の収支決算額と一致していない。
（注）構成比は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と一致しない場合が
ある。

公 債 費

合 計

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　分

議 会 費

民 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

衛 生 費

労 働 費

総 務 費
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歳出の性質別分類は、人件費・扶助費・公債費のように法令上又はその性質上支出を

義務づけられている｢義務的経費｣、道路橋りょう・学校・施設整備などに要する経費で

ある｢投資的経費｣、物件費・繰出金・補助費等の｢その他の経費｣に大別することができ

る。前年度と比較して増減の大きいものについては下記のとおり。

扶助費 保育所入所児童運営事業の減

公債費 元金の増

物件費 小・中学校情報機器整備事業の増

維持補修費 町道維持管理事業、観光施設維持管理事業の増

補助費等 特別定額給付金事業の増

積立金 基金運用事務（財政調整基金積立）の増

普通建設事業費 志岐集会所大規模改修事業の増

災害復旧事業費 林道施設災害復旧事業の減

※下線は新型コロナウイルス感染症関連事業

各課ごとの主要な施策は次のとおり。

〔 性質別歳出決算額 〕

令和２年度 令和元年度 差　　引 伸　　率 構成比

815,819 816,731 △ 912 △ 0.1 13.5

773,177 804,473 △ 31,296 △ 3.9 12.8

759,889 758,602 1,287 0.2 12.6

2,348,885 2,379,806 △ 30,921 △ 1.3 38.9

695,433 587,621 107,812 18.3 11.5

118,694 83,955 34,739 41.4 2.0

1,321,933 479,362 842,571 175.8 21.9

267,967 97,462 170,505 174.9 4.4

2,100 2,952 △ 852 △ 28.9 0.0

688,539 722,645 △ 34,106 △ 4.7 11.4

3,094,666 1,973,997 1,120,669 56.8 51.2

408,144 274,843 133,301 48.5 6.8

188,929 257,300 △ 68,371 △ 26.6 3.1

0 0 0 - 0.0

597,073 532,143 64,930 12.2 9.9

6,040,624 4,885,946 1,154,678 23.6 100.0合　　　　　計

小　　　　計

　補助費等

　積　立　金

　投資及び出資金・貸付金

　繰　出　金

小　　　　計

　普通建設事業費

　災害復旧事業費

　人　件　費

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　　分

　失業対策事業費

　扶　助　費

　公　債　費　

小　　　　計

　物　件　費

　維持補修費

義
務
的
経
費

そ
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他
の
経
費

投
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的
経
費
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２ 事業の成果

費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１ 総務課

（１）一般管理費

① 各区における地域活動を推進するため、引き続き自治会活動保険補助金６

１６，６７０円（一世帯あたり上限２５０円）を交付した。

② 地域が輝く行政区活動補助金として、行政区運営分(５１区)１９，８２２，

８２０円及び新型コロナウイルス感染症対策分（３９区）３，５１９，８５

２円を支出した。

③ 各区からの行政通信での要望件数が８２件あり、次のとおり対応を行った。

（内訳：○処理済６１件、△後年度実施１２件、●却下９件）

④ ふるさとづくり寄附金は、令和２年度に返礼品数を６０種から７９種に増

やし、有料ポータルサイト（「ふるさとチョイス」「楽天ふるさと納税」）へ

の掲載、クレジットカード決済の導入、そして、業務の一括代行を行うこと

で事務の効率化を図り、寄附金は合計件数が８５８件で、歳入金額は１５，

５１１，０００円であった。また、寄附に対する返礼品費として７，８２１，

１０４円(返礼品代・送料・決済手数料・委託料）を支出した。

⑤ 熊本豪雨災害義援金として、２，３００，０００円（２３市町村×１００，

０００円）を支出した。

（２）文書広報費

① 広報れいほくを毎月２１日（原則）に発行した。配布枚数は、３，１９８

部（うち町外５２２部）であった。

② お知らせ版を毎月５日（原則）に発行した。配布枚数は町内２，６７６部

であった。

（３）交通安全対策費

交通事故防止と交通安全の確保のため、安全意識の常時啓発をはじめ、カーブ

ミラーなど安全施設の整備に努めた。

なお、町内における年次毎の事故発生件数は、次のとおりである。

件数(件) 死者(人) 傷者(人) 備考

平成28年 ９ ( 6,151) ２(67) ８( 7,929) （） は 熊 本 県 内 の 数 値

平成29年 ８ ( 5,786) １(73) １１( 7,369) 〃

平成30年 ６ ( 4,784) ０(60) ７( 6,081) 〃

令和元年 ３ ( 4,104) ０(69) ４( 5,092) 〃

令和２年 ６ ( 3,152) １(46) ５( 3,987) 〃
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

（４）電算システム管理費

① 住民基本台帳、税、福祉、上下水道等、２７の事務システム（基幹電算シ

ステム）及び財務・人事給与システム、文書管理システム等（内部情報シス

テム）の管理・運用を行った。

前年度からの繰越事業として、グループウェアシステムの更新及び文書管

理システムの構築に係る業務委託料５，４１９，０８４円を支出した。

また、前回更新から６年が経過した総合福祉システムの更新業務委託料８，

１４０，０００円を支出した。

その他基幹システム運用支援・保守にかかる委託料３４，６９２，２４０

円、財務・人事給与システム、文書管理システム等（内部情報システム）の

運用支援・保守に係る委託料６，０３８，７８０円、社会保障・税番号制度

関連機器及びシステムの運用支援・保守にかかる委託料２，２７３，５６８

円を支出した。

② 予算科目７節（賃金）廃止に伴う財務会計システム及び各種税・料の収納

事務について、キャッシュレス収納・コンビニ収納対応等、８業務において

システム改修委託料１３，９６２，３００円を支出した。

（５）情報化推進費

① 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金により、テレワーク及

びＷｅｂ会議・研修実施に必要なノートパソコン・Ｗｅｂ会議機材等、備品

購入費として３，９７５，４８８円を支出した。

② 苓北町地域情報通信基盤施設管理のため、機器更新及び保守委託料２６，

７５６，７３０円を支出し、苓北町ひかりネットワーク（ＩＰ告知端末、有

線テレビジョン放送、光インターネットサービス）の運用を行った。

※ＩＰ告知端末設置世帯・事業所数 ３，２３１件（２年度末）

※有線テレビジョン放送施設加入世帯 ９６２戸（２年度末）

※光インターネット加入世帯・事業所数 １，３６４件（２年度末）

（６）消防費（常備消防費・非常備消防費）

① 消防団員の福利厚生のため健康診断を継続して実施し、６名が受診した。

② 消防団員の永年勤続の功労に対し、退職消防団員のうち該当者８名に功労

金を支給した。

③ 現有消防施設の状況は、別表のとおりである。

④ 消防団員の規律保持のため、年２回の団員訓練を実施するとともに、各班

では常時消防資機材の点検を行い非常時に備えた。令和２年度における火災

発生件数及び消防団員の災害出動状況は別表のとおりである。
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

○現有消防施設

○火災発生件数及び消防団員の災害出動状況

坂瀬川 志岐 富岡 都呂々 計

火 災 ２件(111 人) １件( 78 人) ３件（189 人)

大雨・

台風等

地 震

水 難

計 ２件(111 人) １件( 78 人) ３件（189 人)

（７） 消防費（災害対策費）

① 富岡公民館に防災井戸を１基設置した。

総事業費 １，３６１，７０５円

（財源：緊急防災・減災事業債１，３００千円充当）

② 都呂々公民館横の避難路の機能保全を図るため、上下法面の整備を行った。

事業費：１，６８６，５２０円

③ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金により感染症対策とし

て、役場庁舎及び保健センターに検温カメラシステムの設置を行うとともに、

避難所用備品として間仕切りテント・移動式クーラー・移動式冷風機・大型

扇風機・折りたたみ簡易ベッド等の整備（備品購入費：１７，５１０，９６

６円）を行った。

消防ポンプ 積載車 消防倉庫 防火水槽 消火栓 戸別受信機 防災無線

坂瀬川 ４      ４      ４    ３３   ６９         ５

子局(再送信

子局含む）

１０

志　岐      ５      ５      ５    ４７    ９５    ３０ 子局　１７

富　岡      ４      ４      ４    ２３   ４９       ０ 子局    ７

都呂々      ３      ３      ３    ５０    ５７       ２３

子局(再送信

子局含む) 

１４

機動部      １      １      １      ０      ０ (予備)２２
親局・中継

局　　　２

計   １７   １７    １７  １５３ ２７０       ８０       ５０
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

２ 税務住民課

（１）徴税費

① 令和２年度から納税組合制度を廃止するとともに、口座振替収納への移行

を行った。税目ごとの収納件数に占める口座振替による収納件数の割合は、

町県民税８１．１％、固定資産税８６．２％、国民健康保険税９１．６％、

軽自動車税（種別割）８４．８％となっている。

② 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、収納事務キ

ャッシュレス化事業に取り組み、令和３年度からのコンビニ納付、スマホ納

付の環境整備を行った（予算措置は総務課所管の電算システム管理費）。

（２）戸籍住民基本台帳費

① 戸籍事務へのマイナンバー制度導入に伴い、全額国庫補助により戸籍シス

テムの改修を行った。

戸籍情報システム改修業務委託料 １，４９６，０００円

戸籍附票システム改修業務委託料 ４，８９５，０００円

② 令和２年度における窓口関係利用状況は、下記のとおりである。取扱件数

は、全体で前年度比△３９４件となった。

戸 籍 住基関係 諸証明 *通知ｶｰﾄﾞ 印鑑登録 合 計

本 庁 3,214 2,476 2,783 12 167 8,652
坂瀬川 114 168 200 0 9 491
富 岡 68 207 247 0 6 528
都呂々 76 102 152 0 1 331
合 計 3,472 2,953 3,382 12 183 10,002

（*通知ｶｰﾄﾞは、通知ｶｰﾄﾞ再発行分）

③ マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき、カードの普及拡大に取り組

んだ。カード交付率は下記のとおりである。

個人番号カード交付等事業費 ４，１１２，６５５円

マイナンバーカード交付状況

令和２年３月末時点 交付人数 ８３７人 交付率１１．５％

令和３年３月末時点 交付人数 ２，７７５人 交付率３８．９％

前年度比 ＋１，９３８人 ＋２７．４ポイント
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

（３）国民年金事務取扱費

令和２年度末の国民年金被保険者数は、８２３人で前年度より２４人減少。ま

た、国民年金の令和２年度分月額の保険料は１６，５４０円となっている。

令和２年度末の国民年金保険料の納付の状況では、納付率７７．１％、保険料

の免除率５１．９％、口座振替・クレジットカード納付加入率５９．０％となっ

ている。

令和２年度末の国民年金受給の状況は、受給権者数３，０８７人で、国民年金

の被保険者数の約３．７倍、受給金額合計は、２，１７０，５８８，４００円と

なっている。

（４）斎場費

斎場施設の炉内台車金物部品更新（２号炉）、電源引込盤取替の修繕を行った。

修繕費（９０３，７６０円）

また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、斎場ホー

ル備品の空調機取替を行った。

備品購入費 １，９３３，１４０円

なお、令和２年度火葬処理状況は、下記のとおりである。

項 目 町 内 町 外 計

大 人 108(0) 9 117(0) ※大人：１５歳以上

子ども 0(0) 0 0(0)

改 葬 3(0) 0 3(0)

計 111(0) 9 120(0)

平成３０年４月から苓北町農業協同組合と指定管理協定（指定管理者）

※（ ）書きは、苓北町斎場の設置及び管理に関する条例第９条、苓北町斎場の設置及び管理に

関する条例施行規則規則第６条による無料扱い分で内数

（５）入湯税について

町内２施設に係る入湯税６，６６９名分、総額６５９，６２０円については、

温泉センター管理費（麟泉の湯）に充当した。
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

３ 企画政策課

（１）企画費

① 地域住民の交通の利便性を確保するため、地方バス運行補助として富岡～

本渡間の路線に対して１７，０２３，０００円、巡回バス運行事業費として

８，０７９，７７３円、天草エアラインに対しては機材維持補助として８，

１６９，０００円、運航乗務員確保支援補助として４３７，０００円を支出

した。

② 天草～長崎航路についてはこれまで様々な変遷を経て運航を行ってきたと

ころであるが、平成２９年度には、本航路の国庫補助航路への新規認定を受

けた。これにより、航路事業者の会計期間が国庫補助対象期間である１０月

１日から翌年の９月３０日までに変更された。

令和２年度の補助対象期間は、令和元年１０月１日から令和２年９月３０

日であり、欠損額から航路事業者へ交付される国庫補助金１６，８８７，１

５５円及び長崎市からの補助金１，５５０，０００円を差し引いた１８，６

１３，０００円（うち熊本県補助金６，１１４，０００円。）を支出した。

【これまでの航路の変遷】

平成１７年 ：町有フェリーを購入

平成１８年度：指定管理者での運航開始

平成２３年度：下半期からフェリーを廃止

平成２５年 ：１０月まで運航事業者へ補助を行い高速船を運航。

９月に新会社が設立され、１１月から海上タクシーで

航路を継続

平成２６年 ：４月から新高速船での運航を開始するため新高速船建

造費の一部を補助

（２）企画費・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用

① 公共交通応援事業補助金

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の大きな影響を受けながらも従業員

及び利用者の感染防止に努めながら、運行を継続している公共交通事業者に

対し、事業者の経営安定と地域公共交通の確保・維持継続を図るため、タク

シー事業者へ感染症対策費用の補助として１３６，４５９円、天草エアライ

ンへ経営安定化及び利用促進の補助として２，４６４，９９８円、地方バス

事業者へ経営安定化の補助として４，２５６，０００円を支出した。

② 地域公共交通感染症拡大防止対策事業

地域の公共交通を担う運航事業者が実施する新型コロナウイルス感染症の

感染拡大防止対策を支援し、船舶及びターミナル施設等の衛生環境を整える

ための補助金として、２，１９４，３９６円を支出した。
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

（３）町民の住環境の向上に資すると共に、町内の経済活性化を図ることを目的に、

住宅リフォーム等支援事業を実施、７件 ４４９，０００円の補助を行った。

（４）地域におけるコミュニティ活動の充実・強化を図るため、２地区に対し２，９

００，０００円の補助を行った。（全額一般財団法人自治総合センター補助）

①坂瀬川和田区：エアコン設備の整備（１，８００，０００円）

②都呂々木場区：放送設備・テント等の整備（１，１００，０００円）

（５）地域間交流費

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け、長崎苓北会、関西ふるさ

と苓北会、関東ふるさと苓北会の総会はそれぞれ中止となった。なお、各団体の

運営費補助として２３４，７１８円の支出を行った。

（６）統計調査費

統計調査費では、学校基本調査、工業統計調査、国勢調査の各統計調査を実施

した。平成２７年の国勢調査では７，７３９人だった人口は、令和２年の調査で

は速報値で△６５４人の７，０８５人となった。

（７）基金・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用

新型コロナウイルス感染症の影響により、資金融資を受けた農林漁業者及び商

工業者の経営安定を図るため利子補給等を行うための基金を創設した。

①新型コロナウイルス対策農林漁業経営安定事業基金

令和３年度～７年度の利子補給費及び保証料助成費として、４２８千円を積

み立てた。

②中小企業新型コロナウイルス感染症対策特別利子補給事業基金

令和３年度～７年度の利子補給費として、１２，７１６千円を積み立てた。
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

４ 福祉保健課関係

（１）社会福祉総務費

① 地域で見守り支え合う体制づくりを構築するために、関係各団体の集まり

である「苓北町要保護児童対策協議会事務連絡会」を開催し、情報の共有を

図った。

② 民生委員・児童委員協議会と連携し、高齢者や障がい者・児童・生活保護

世帯などに対し地域福祉の相談業務を行った。また、民生委員協議会へ補助

金を交付した。

③ 各地区の公民館や分館を活用して、社会福祉協議会・公民館長・民生委員

が協力して、高齢者の研修やサロンを展開し、地域福祉の推進を図った。

※サロン：町内１２ヶ所で実施（他の１２ヶ所は新型コロナウイルス感染

拡大防止のため休止）

④ 「苓北町戦没者追悼式」、「天草郡市原爆死没者追悼式」は、新型コロナウ

イルス感染拡大防止のため中止した。

⑤ 少子化対策の一環として、結婚を奨励するために結婚祝い金を支給した。

⑥ 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として、特別定額給付金（１人当

たり１０万円）を３，１５４世帯の７，０４７人に対して支給した（総額：

７０４，７００，０００円）。

（２）老人福祉費

介護保険法の円滑な実施の観点から、高齢者ができる限り寝たきりなどの要介

護状態に陥ったり、状態が悪化することがないように、また、できるだけ自立し

た生活を維持するための必要な支援を行うことが重要となっている。

介護保険サービスの対象外となる高齢者をはじめとする在宅の要援護者に対し

て、介護保険事業とは別に苓北町が地域の実情に応じて行う支援事業を実施した。

敬老会は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。また、８０歳、

８５歳、９０歳、９５歳の高齢者２５７人に各１万円、１００歳の高齢者６人に

各１０万円、合計３，１７０，０００円の敬老祝い金を支給した。

件数 給付額（円） 備考

9 450,000 結婚１年後

①苓北町の老人クラブの状況 (クラブ数・会員数は令和２年４月１日現在）

1,245 2,592,700

内町負担額（円）補助金（円）会員数（人）クラブ数

33 1,748,700
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

（３）老人福祉センター費

平成１８年度から、公共施設の指定管理者制度導入により、苓北町農業協同組

合に施設の管理を委託している。利用者数については、年末年始や臨時休館日を

除き開館しているが、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う利用制限もあり、

前年度と比較して減少した。このため、令和２年度は新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金を活用し、自主事業の損失補填（指定管理者支援事業）

として、５８，０００円を支給した。

※年間開館日数３０６日

（４）障害福祉費

① 重度心身障害者医療費助成事業により、身体障害者手帳１、２級所持者等

に対して医療費の一部負担金の助成により、負担軽減を行った（１医療機関

について、入院２，０４０円／月、外来１，０２０円／月を超えた額）。

② 身体障害者のうち在宅者に対して福祉年金を支給し、福祉の増進に努めた。

人 人 人 人 人人 人

15歳～
合計

0

人 人 人

9234,044 051291

60歳～

（利用状況）

一日平
均利用

者

6,051

回数券
利用者～15歳15~59歳

44

人

町内 町外
団体

デイサー
ビス利用

者～15歳
宿泊

13,5702,210 0

②老人福祉施設等入所措置費の状況（入所者数は令和３年３月３１日現在）

③生活支援事業

④在宅高齢者等移送サービス事業

施設名（養護老人ホーム） 入所者数（人） 措置費（円）所在地

20寿　康　園 苓北町 48,329,577

118

延べ利用者数（人）

380,400

649

利用者数（人） 延べ利用者数（人） 給付費（円）

事業名

634

事業名

在宅高齢者等移送サー
ビス事業

利用者数（人）

老人あん摩・はりきゅう施
術助成事業

給付費（円）

651,60036
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

③ 身体・知的障害者（児）への日常生活用具給付事業により、日常生活にお

ける利便性向上が図られた。

④ 自立支援給付事業により、身体・知的・精神障害者（児）の福祉増進を図

った。

⑤ 更生医療給付事業により、該当者の身体障害機能の軽減又は改善が図られ

た。

⑥ 身体障害者（児）補装具交付事業により、日常生活の利便性向上が図られ

た。

⑦ 障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターをＮＰＯ法人「ひまわり

の家」に委託した。

※登録者数１２名、年間委託料３，６００，０００円

（５）児童福祉費

町内６ヵ所の認可保育所で児童に対し保育を実施し、児童福祉の向上に努めた。

本町では、町独自の保育料算定基準や、第３子以降の保育料を無償化するなどの

保護者負担の軽減を行い、子どもを安心して生み育てる環境づくりを引き続き行

った。

① 世帯から２人以上入所した場合、高い方の児童の保育料を所得階層に関係

なく半額とした。

② 多子世帯子育て支援事業にも取り組み、第３子以降の児童分保育料を全額

無償化し、多子世帯の子育てに対する支援を行った。

①重度心身障害者医療費助成事業 ④自立支援介護給付事業（身体・知的・精神）

及び計画事業

②身体障害者福祉年金（１人３，０００円）

⑤更生医療給付事業

③地域生活支援事業

（障害者（児）日常生活用具給付事業ほか） ⑥障害者（児）補装具交付事業

2,139 （延べ） 206,768,687

金額（円）

65 1,997,119

件数（件）

6,882,315346 （延べ）

金額（円）

金額（円）

269

金額（円）受給者件数（件）給付件数（件）

807,000

件数（件）

6 565,082

給付件数（件）17,543,399

金額（円）件数（件）

1,468 金額（円）（延べ）
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

③ 令和元年１０月から、３歳から５歳までの保育料（副食費を除く）を無償化

し、さらに０歳から２歳までの非課税世帯の保育料も無償化とした。

以上のように、保育料を軽減することにより国基準額に対する本町の保護者

の負担割合は６３．５％となっている。

なお、特別保育事業についても、延長保育事業、子育て支援センター事業の

他保護者への育児講座、高齢者とのふれあい事業、休日保育事業、障がい児保

育事業を実施した。また、放課後児童対策事業も引き続き実施した。

④ 新型コロナウイルス感染症対策事業として、小学校の休校中に学童クラブを

開設した町内６児童クラブに４，５１２，０００円を交付した。

⑤ 新型コロナウイルス感染症対策事業として、町内６保育所に対し、感染防止

用の備品（空気清浄機等）や消耗品（消毒液等）の購入について（１回目：２，

３５７，０００円、２回目：４，２９４，０００円）合計：６，６５１，００

０円を交付した。

⑥ 乳幼児・児童生徒の医療費負担に関し、保護者の負担を軽減するために、

中学校３年生まで全額助成をしており、平成３１年４月からは非課税世帯とひ

とり親世帯においては、児童が１８歳に到達する日以後の最初の３月３１日ま

で全額助成を行った。

⑦ 少子化対策と子どもの健全な育成を図るため、誕生祝い金を給付した。

ア、保育所入所運営費の状況 （入所児童数はＲ３年３月１日現在）

人

人

円

円

円

円

円

※運営費については、２年度間精算のため、国庫･県負担金等が決算書と異なる。

イ、子育て支援医療費助成状況 （対象者数はＲ２年４月１日現在）

入所児童定数

項　目 人数又は金額

285

50.36%
22.13%
24.10%

3.41%

軽減額（町負担） （６，７５６，２００円）

保護者負担額

76,075,813
173,091,392
11,736,950

保育所運営費

320

82,832,015

343,736,170

町負担金

国庫負担金

助成金額（円）受診者数（延べ人数）対象者数（人）

15,094,4868,779771

構
成
比

備考

町内6保育所

県負担金

入所児童数

国基準額による町負担分

その他

町外受入３３人

町外施設入所者
　　　　　　　４人
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（６）保健衛生総務費

将来を担う子ども達が心身ともに健やかに育つように、妊婦健康診査をはじめ

各種乳幼児健康診査や健康教育等を実施した。

（７）新型コロナウイルス感染症対策事業（インフルエンザ予防接種）

インフルエンザ予防接種費用助成事業に併せて新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金を活用し、全町民に対して上乗せ助成を行った。

ウ、ひとり親家庭等医療費助成状況 （世帯（員）数はＲ２年４月１日現在）

エ、誕生祝い金支給状況

世帯員（人）世帯数（世帯） 件数（件）

27
10
6
11

支給人数（人）

50,000
30,000
10,000
金額（円）

計

20873 1,827,083337

第3子以降

第2子

第1子

区分

助成金額（円）

790,000

支給金額（円）

①妊婦の健康診査 （受診結果）

人 人 人 人

②乳幼児健診

③健康教育

よちよち学級 29 21 72.4

項目 対象児数（人） 受診児数（人） 受診率（％）

離乳食講習会 32 18 56.3

3歳児健診 44 44 100.0% 妊産婦 52

2歳児歯科健診 33 31 93.9% 幼児 14

1歳6月児健診 39 39 100.0% 乳児 27

7ヶ月児健診 28 28 100.0% 未熟児 4

3ヶ月児健診 32 32 100.0% 新生児 11

42

新生児等家庭訪問
実施数（延べ人数）項目 対象児数（人） 受診児数（人） 受診率

26 32 357 281 26 7

妊娠の届出（人） 実人員（人） 延べ人員（人） 異常なし 要指導 要精検 要治療
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

（８）健康増進事業費

保健推進員５１名との連携による各種健診（検診）の啓発活動や、食生活改善

推進員による普及活動、高血圧教室、健康相談等を実施し、健康意識の向上に努

めた。

（９）各種健（検）診事業

生活習慣病の重症化予防やがん等の早期発見、早期治療を目的に、４０歳以上

の方（子宮頸がん検診は２０歳以上）を対象に各種健（検）診を実施した。

①栄養教室 ②健康相談・健康教育事業実施状況

回 回 回 人

人 人 回 人

回 人

回数 参加者数

開催回数 4 6 定期健康相談 0 0

食改育成講座 栄養教室 項目

集団健康教育 19 267

参加者数 45 32 随時健康相談 199 199

①特定健診及び保健指導の状況　　Ｒ２法定報告（速報値）

② 各種がん検診の受診状況

　※地域保健・健康増進事業報告に基づく。（令和3年8月1日現在の速報値）

○ 大腸がん検診 ○ 胃がん検診

〔対象者：40歳以上〕 〔対象者：40歳以上、国保被保険者は50歳以上〕

○ 肺がん検診 ○ 子宮頸がん検診

〔対象者：40歳以上〕 〔対象者：20歳以上の女性〕

○ 乳がん検診

〔対象者：40歳以上の女性〕

※地域保健・健康増進事業報告では乳房超音波受診者（101名）は含めない。

79

指導率
指導済者数

（人）
対象者数（人）

特定健康診査（Ｒ１）

124441.7%5971,430

積極的支
援（人）

動機付け
支援（人）

受診率
受診者
数（人）

対象者
数（人）

特定保健指導(Ｒ１)

82.3%65

受診者数（人） 437 322受診者数（人） 754 499

町民全数 国保被保険者

対象者（人） 5,177 1,608

受診率（％） 8.4% 22.2%

町民全数 国保被保険者

対象者（人） 5,177 1,452

118
15.3%

受診率（％） 14.6% 31.0%

379

受診者数（人） 184
受診率（％） 6.6%

町民全数 国保被保険者

対象者（人） 2,808 771

国保被保険者

対象者（人） 5,177 1,608 対象者（人） 3,248 835

町民全数 国保被保険者 町民全数

受診者数（人） 195 128
受診率（％） 9.9% 23.6% 受診率（％） 6.0% 15.3%

受診者数（人） 514
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（10）食生活改善推進協議会

栄養教室終了者が推進員となり、食生活改善の普及活動を通じて町民の健康づ

くりの認識を高め、健康の保持増進に努めた。

①食生活改善推進員活動状況 人

回数（回）

出席者数（人） 151 108 259

◎推進員数 52

対話や訪問 集会（集団） 計

食改人数（人） 67 34 101
67 4 71



- 19 -

費 目 別 施 策 と そ の 成 果

５ 水道環境課

（１）環境衛生費

① 地区内の環境保全のため、共同で害虫駆除活動を行う行政区（４地区）に対

し、薬剤購入費用の半額補助を行った（煙霧剤５４ℓ、消毒薬剤１８ℓ）。

② 町内河川等の水質調査を１３箇所、大気中のダイオキシン類調査を１箇所で

実施した。

（２）清掃総務費

① 町民の一般廃棄物分別に対する意識の高揚を図るため、行政区ごとに一般廃

棄物処理対策推進委員を委嘱し、本渡地区清掃センター視察及び委員会議を開

催した。

② 令和２年度のし尿処理量は２９７．７ｋℓ（前年比５９．６％）、浄化槽汚泥

処理量は１，４６６．９ｋℓ（前年比１００．８％）で、富岡浄化センター敷地

内の前処理施設へ搬入し、富岡浄化センターで処理をした。

（単位：ｋℓ、％）

年度 し 尿 浄化槽汚泥 合 計 備 考

数 量 対前年比 数 量 対前年比 数 量 対前年比

２８ 358.1 88.8 1,467.6 101.0 1,825.7 98.4
２９ 339.8 94.8 1,449.4 98.8 1,789.2 98.0
３０ 353.1 103.9 1,457.6 100.6 1,810.7 101.2
元 499.5 141.5 1,455.2 99.8 1,954.7 108.0
２ 297.7 59.6 1,466.9 100.8 1,764.6 90.3

（３）塵芥処理費

① 資源物の分別収集の結果、資源物有償収入として１，０９９千円の収入があ

った。ごみ処理については収集運搬委託料として２８，４４６千円、大型ごみ

収集運搬料（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業）として

２，６５３千円、天草広域連合への負担金として８６，６１８千円を支出した。

(単位：ｔ、％）

年度 可燃物 不燃物 小計 資源物 生ごみ 小計 合計 備考

２８ 1,177 346 1,523 377 112 489 2,012
２９ 1,112 326 1,438 294 132 426 1,864
３０ 1,114 330 1,444 275 128 403 1,847
元 1,201 356 1,557 268 109 377 1,934
２ 1,179 372 1,551 266 142 408 1,959

前年比 98.2 104.5 99.6 99.2 130.3 108.2 101.3
② 海岸漂着物地域対策推進事業及びボランティアによる不法投棄ゴミや海岸漂

着物ゴミの回収を行った。
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６ 農林水産課

（１）農業振興費

① 農業・農村の多面的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対し

て支援をすることで担い手の育成等構造改革を後押しした。

＊中山間地域等直接支払 １７地区 ７，０４４，５０３円

＊多面的機能支払（農地維持支払、資源向上支払、長寿命化支払）

３地区 １７，１５４，７１６円

＊環境保全型農業直接支払 ２４戸 １，００３，２００円

② 農業経営安定及び生産力確保対策として農協及び農家に対し各種補助金

を交付した。

＊農業振興補助金 ２，６３９，０００円

・越冬完熟促進対策（１７戸）・みかん優良系統更新（１８戸）

・樹園地マルチ被覆（８戸）・河内晩柑落下防止対策（１４戸）

・生分解性マルチ導入（４５戸）・果樹病害虫防除対策（１３戸）

・農の食育支援事業（２保育園・２小学校）

＊農業用廃プラスチック処理費補助金

延２９０戸 １，１４７，２４４円

＊園芸施設共済事業補助金 ７３棟（３０戸） ３１６，３００円

＊農業用ハウス強靱化緊急対策事業補助金 ２件 ３１６，０００円

③ 次世代を担う農業者となることを目指す者の経営確立を支援するための

補助金を交付した。

＊農業次世代人材投資事業補助金 対象者１名 １，５００，０００円

④ 県のモデル地区に指定されている坂瀬川鶴地区における農業ビジョン推

進及び用水路の改修費用を支援した。

＊中山間農業モデル地区支援事業補助金 ３，７９３，０００円

⑤ 有害鳥獣による農作物等への被害防止対策を実施した。

＊イノシシ等有害鳥獣防除施設補助金 ６１件 １，２８０，０００円

＊イノシシ駆除謝金 ６６８頭捕獲 ５，８５４，０００円

＊苓北町有害鳥獣駆除対策協議会補助金（ＩＣＴ活用事業）

捕獲連絡システム導入等 ４，４４３，０００円

⑥ ６次産業化推進のため、事業者の販路開拓に係る商談会出展等に要する

経費を支援した。

＊食料産業・６次産業化交付金 １事業者 １３５，０００円

⑦ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、農業者の

事業継続、経営安定及び省力化、生産性向上を支援するための支援金・補

助金を交付した。

＊苓北町事業継続支援金（農業） １０５件 １０，６００，０００円
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＊新型コロナウイルス対策農業経営安定資金利子補給費補助金及び保証

料助成費補助金 ７件 １５３，１２４円

＊農業省力化機器導入支援事業補助金

農薬散布用ドローン導入等 １５，７６９，０００円

（２）畜産業費

① 優良繁殖牛・ＥＢＬ陰性牛の導入及び畜舎防疫対策を支援することで畜

産農家の経営安定を図った。

＊畜産振興事業補助金（優良家畜導入事業）

繁殖牛４頭、乳用牛２頭 ３００，０００円

＊畜産振興事業補助金（地方病性牛白血病清浄化事業）

陰性牛４頭 ３００，０００円

（３）農地費・農業経営基盤強化促進対策事業費

① 団体営農業水路等長寿命化・防災減災事業交付金により防災重点ため池

（８箇所）のハザードマップを作成し、関係地区全戸に配布した。

＊防災重点ため池ハザードマップ作成業務委託 １３，９５５，７００円

② 小規模な農地・農業用施設の改良を支援した。

＊小規模土地改良事業補助金 ３件 ３２７，０００円

③ 農地を効率的に利用する地域の担い手農家に農地の利用集積を推進した。

＊農地有効利用事業補助金 ２，４１７，０９０円

利用権設定面積 田：１９．２４ha 畑：６．７６ha

（４）林業振興費

① 森林環境譲与税を活用し、スギ・ヒノキに代わる新たな木材として注目

されるセンダンの植栽業務を実施した。

＊センダン植栽・管理業務委託料 ４９５，０００円

② 森林経営計画作成・施業集約化の促進に対する経費の一部を助成し森林

の有する多面的機能の発揮を図った。

＊森林整備地域活動支援交付金 １，６６０，０００円

対象面積：経営委託型３３．００㏊ 共同計画等５０．７５㏊

③ 適切な森林管理のため間伐等の施業に対する経費の一部を助成し森林の

公益機能の向上を図った。

＊森林環境保全整備事業補助金 ２，４３８，０００円

対象面積等：間伐（切捨・集積）４．４４㏊

間伐（搬出）２４．３４㏊

作業道１，３８５ｍ
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＊間伐等森林整備促進対策事業補助金 ２，９６２，０００円

対象面積：間伐２０．０８㏊

④ 間伐材の運搬経費の一部を助成し町内の優良な間伐材の流通を促進する

ことで林業・木材生産の活性化を図った。

＊くまもとの森林利活用最大化事業補助金 ７１４，０００円

対象事業量：２１０ｍ3

⑤ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、林業者の

事業継続を支援するための支援金を交付した。

＊苓北町事業継続支援金（林業） １件 ２００，０００円

（５）水産振興費

① 漁業経営安定及び生産力確保対策のための各種補助金を交付した。

＊種苗放流事業補助金（車エビ・赤ウニ） １，０００，０００円

＊水産物特産品販売対策事業補助金 ２５０，０００円

＊特産品開発養殖振興事業補助金 ９０，０００円

＊稼げる水産業づくり事業補助金 ９９，０００円

② 水産基盤整備交付金事業により磯焼け対策（藻場保全）のための母藻投

入等の事業を実施した。

＊苓北地区築いそ等現況調査業務委託 ２，５１８，７９４円

③ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、漁業者の

事業継続を支援するための支援金を交付した。

＊苓北町事業継続支援金（漁業） ６３件 ６，４７０，７４５円

（６）漁港管理費

① 漁港施設等老朽化対策により長寿命化計画で早期に更新（補修等）が必

要な箇所の調査設計業務を実施した。

＊馬場護岸排水路補修工事設計業務委託 １，５４０，０００円

（７）漁港建設費

① 漁村再生交付金事業により志岐漁港臨港道路の整備工事（紺屋町排水対

策含む）を実施した。

＊志岐漁港臨港道路整備工事

擁壁護岸工：４０．０ｍ他、貯水池面積２，７５０㎡

６１，７９７，８２７円

② 緊急自然災害防止対策事業により漁港防災のための坂瀬川漁港（和田）

護岸嵩上げ工事を実施した。

＊坂瀬川漁港護岸嵩上工事 護岸工：７５．０ｍ ７，４８０，０００円
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（８）農業用施設災害復旧費

① 令和２年７月豪雨により被災した農地及び農業用施設の災害復旧工事を

実施した。

＊鶴尾農地災害復旧工事

ブロック積工：１０．０㎡ ９７０，２００円

＊葛根尾農道災害復旧工事

ブロック積工：２３．０㎡ １，８２６，０００円

＊下唐津丸頭首工災害復旧工事

ブロック積工：２９．０㎡、護床工：２０．０ｍ他

３，９８２，０００円（うち次年度繰越：２，４８２，０００円）

（９）林道施設災害復旧費

① 森林基幹道苓北天草線における地すべり災害（平成３０年度からの繰越

事業）及び令和２年７月豪雨により被災した林道施設の災害復旧工事を実

施した。

＊森林基幹道苓北天草線災害復旧工事（その２）

植生基材吹付工：２３２．９㎡、モルタル吹付工：３，３６７．７㎡他

３８，４８０，１２９円

（うち明許繰越分：２，９２０，５３７円）

（うち事故繰越分：２３，６５９，５９２円）

＊林道年平線災害復旧工事

植生マット工：２６１．１㎡ ３，４９８，０００円

＊森林基幹道苓北天草線（１号箇所）災害復旧工事

植生シート工：７０．２㎡、水平排水工：１４６．０㎡他

２，２７７，０００円

＊森林基幹道苓北天草線（２号箇所）災害復旧工事

植生マット工：９２２．６㎡、現場吹付枠工：１４０．３㎡他

２４，３６５，０００円（うち次年度繰越：１４，６６５，０００円）
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７ 商工観光課

（１）商工費

① 商工業振興のために、苓北町商工会へ補助金を支出した。

経営改善普及事業及び地域総合振興事業補助 ２，３７３，０００円

特産品販路拡大事業補助 ６９，０００円

地域消費拡大事業補助 ６３８，０００円

② 町内商工業者の施設整備資金、経営安定化資金借入金の利子補給補助金を支出し

た。 ６事業者 ２５８，３２６円

③ 新規起業者へ小規模事業者支援補助金を支出し、町内商工業の振興を図った。

新規事業者補助金：１事業者 ６００，０００円

④ 多様化及び複雑化してきている消費生活相談に対応するため、天草市と広域連携

を行い、天草市消費生活センターにおける専門の消費生活相談員による相談体制を

図った。また、随時、広報誌、行政告知放送を通じて被害防止の啓発に努めた。

天草市消費生活センター負担金 ５１６，０００円

⑤ 天草陶石研究開発推進協議会へ負担金を支出した。協議会では、春の窯元めぐり

を新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止し、秋の窯元めぐりについては規

模を縮小（４窯元で３日間）して行った。

○春の窯元めぐり（中止）

○秋の窯元めぐり（１０月９日～１０月１１日）

来客数延べ １，５０１人 売上額 ２，２１６，８４０円

⑥ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に伴い、売上が減少したり、感染対

策を行う事業者に対し、以下の補助金を支出した。

・苓北町事業継続支援金 法人：４５社、個人事業者：１２２事業者

補助額 ２１，２００，０００円

・苓北町新型コロナウイルス感染防止対策事業補助金

申請者 ３８名 補助額 ３，９９０，０００円

・苓北町中小企業新型コロナウイルス感染症対策特別利子補給

申請者 １８名 利子補給額 ２，４７７，２０１円

⑦ 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、売上が大幅に減少している苓北町内の事

業者の事業の継続と経営の安定を図るため、苓北町内経済の回復と活性化を目的と

した「れいほく応援 地域振興券」を交付した。
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・最終発行金額 ７，００１人×５００円×６枚＝２１，００３，０００円

・最終換金金額 ３９，３２１枚×５００円＝１９，６６０，５００円

（使用率 ９３．６％）

（２）観光関係

① 町内公共観光施設トイレ等清掃のため、クリーンパトロールを巡回させ、環境美

化に努めた。

② 美しい環境づくりのため、町内４４団体に苗、種子、球根（ユリ、水仙）、肥料

を配布し花いっぱい運動を推進した。

③ 国立公園、観光施設の清掃維持管理を実施した。

④ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、第３２回「苓北じゃっと祭」を中止

した。 当初予定 ７月１８日 花火大会 ７月１９日 天草苓北ペーロン大会

⑤ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、第４回富岡城お城まつりを中止した。

当初予定 １０月２４日 イルカウォッチング等

１０月２５日 ステージイベント

⑥ 観光振興を図るため、あまくさ苓北観光協会へ補助金を支出した。

⑦ オルレイベントとして、九州オルレフェアの一環で｢天草・苓北コース（潮風そ

よぐ古城めぐりオルレ）｣を開催予定であったが、いずれも新型コロナウイルス感

染症拡大防止のため中止となった。

⑧ 令和元年度から令和２年度への繰越事業として、苓北町の観光資源等の情報発信

を図るため、観光施設を３６０度からの画像撮影を行いグーグルストリートビュー

との連携を行った他、交通広告を活用した情報発信としての長崎市電広告掲載、ト

ラベルニュース社発行の情報誌に苓北町特集号の掲載及び九州旅館連盟会と連携し

全国の旅行会社への情報発信等を行った。 事業費 ５，６６２，８００円

⑨ 都市部から地域活性化に意欲のある人材を受け入れ、外部の視点から町や各種団

体及び住民と協働して観光・物産振興両面からの地域活性化を促進するため「地域

おこし協力隊」を採用し、活動費補助金を支出した。

地域おこし協力隊活動費補助金 １，７００，０００円
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⑩ 新型コロナウイルスの感染拡大等に伴い、宿泊客が大幅に減少している苓北町内

宿泊施設への宿泊を促すため、宿泊費用の一部を助成する「苓北町宿泊施設宿泊費

助成金事業」を実施した。

なお、事業費の一部については、令和３年度への繰越事業とした。

・参加施設：町内８宿泊施設

・助成金支出実績：２，０００円助成×４１７人＝ ８３４，０００円

１，０００円助成×４５０人＝ ４５０，０００円

合 計 １，２８４，０００円

⑪ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、観光施設トイレ手洗いの自動水栓化

を行った。また、照明も非接触の人感センサー型に取り替えを行った。

【トイレ手洗いの自動水栓化】

・苓北町物産館公衆トイレ ４１０，３００円

・その他（汐入駐車場トイレ、富岡海水浴場トイレ、四季咲岬公園トイレ、白

岩崎キャンプ場トイレ、富岡海域公園駐車場トイレ、富岡城二の丸駐車場ト

イレ、ペーロン倉庫前トイレ） １，９６９，０００円

【照明の人感センサー化】

・苓北町物産館公衆トイレ ６３８，０００円

・その他（富岡海水浴場トイレ、白岩崎キャンプ場トイレ、富岡海域公園駐車

場トイレ、富岡城二の丸駐車場トイレ、ペーロン倉庫前トイレ） ６７５，

７７４円

（３）温泉センター関係

① 温泉センター管理運営委託料を指定管理者長井商事株式会社へ支出し、温泉セン

ターの利用を図った。

利用者数 町内 ４８，３２３人

町外 ５，６８９人

計 ５４，０１２人

② 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、指定管理施設支援事業（委託料の補

填）及び公共的空間安全・安心確保事業（検温システム設置）を行った。

【指定管理施設支援委託料】 ８，２５４，１３８円

【公共的空間安全・安心確保事業】 検温システム２セット ６８７，５００円

（４）富岡ビジターセンター関係

① 熊本県自然保護課との事務委託の契約を締結し、管理運営を実施した。

入館者数 １３，７７２人
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② 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、公共的空間安全・安心確保事業（検

温システム設置）を行った。

【公共的空間安全・安心確保事業】 検温システム１セット ３７１，２５０円

（５）苓北町歴史資料館関係

① 令和元年度から歴史資料館入館料を中学生以上を１００円、中学生以下を無料と

し、また、富岡城への登城記念として御城印を販売し利用促進を図った。

東西角櫓においては、フカ狩りの写真展示や第３回富岡城お城まつりで募集した

写真コンテスト、絵画コンテストの作品展示を行った。

入館者数 ２，３３８人 富岡城御城印販売枚数 ６６８枚

② 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、公共的空間安全・安心確保事業（検

温システム設置）を行った。

【公共的空間安全・安心確保事業】 検温システム１セット ３７１，２５０円
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８ 土木管理課

（１）財産管理費

地積情報のデータ更新及び町有財産の草刈り等管理を行った。

（２）やまびこ活動費

小規模修繕 ２７区申請実施 ８,０３７,５０６円

（３）道路維持費

道路維持補修費 ２２，３３７，４３７円

土砂撤去等重機等借上料 ４，８４３，８１８円

（４）道路改良費

道路改良・防災工事として５路線、舗装３路線を実施した。

（道路改良・防災工事は令和元年度繰越含む）

道路改良・防災工事 ２７，３２９，０７３円

舗装工事 １９，８６３，８７７円

（５）橋梁費

橋梁点検を実施するとともに、老朽化した橋梁の補修に向けた設計業務・工事

を実施した。（工事は令和元年度繰越含む）

橋梁点検・補修設計 ６，８２０，０００円

橋梁補修工事（３橋） １８，０９６，８３１円

（６）災害復旧費

令和元年（現年災繰越分）、令和２年（現年災現年分）に発生した町道、町管理

河川の災害復旧工事を実施した。

令和元年現年災繰越分 河川等災害復旧工事（２件） ４，５０５，３１１円

令和２年現年災現年分 河川等災害復旧工事（７件）７２，１０５，４２３円
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９ 教育委員会

（１）町内の小中学校に勤務する教職員に対して、教育課程、授業参観指導、校長・

教頭面談、その他学校教育に関する専門的事項の指導をするため学校教育指導員

を引き続き配置し、教職員の指導強化を行った。

（２）平成５年度から制度化している入学準備金を地元中学校から熊本県立天草拓心

高校マリン校舎への入学生１０名の保護者に対し、合計３００千円を支給した。

（３）小中学校の英語指導のため、小学校英語活動指導助手１名、英語指導コーディ

ネーター１名を雇用し、語学力の向上を図った。

（４）奨学資金として大学生等５名に２，１００千円の貸し付けを行った。

（５）児童・生徒の読書を推進するために、希望の図書を１人あたり小学生で２冊、

中学生で１冊購入できる「子ども図書推薦制度」により引き続き学校図書の購

入を行った。特に児童生徒の読書への関心をさらに高めるために、平成２５年

度から小学校でブックキャラバンを実施し、自分の読みたい本、好きな本を直

接選ぶことによって読書意欲を高めているが、令和２年度は新型コロナウイル

ス感染症拡大防止により中止とした。また、引き続き学校司書１名を町で雇用

し、より良い図書室づくりに努めた。

（６）教育効果を高めるために、以下の事業を実施し教育環境の整備を行った。

① 施設整備

各小中学校の屋内運動場（体育館）非構造物の防災機能強化と照明の LED
化及び校舎普通教室のネットワーク環境整備（無線 LAN 整備）を行った。

② ＩＣＴ教育支援事業

電子黒板、校務用・教育用パソコン及び教育ソフトなどを有効活用するた

め、ＩＣＴ支援員を配置し、学校に対し技術面・運用面できめ細やかな支援

を行った。また、文部科学省が推進する GIGA スクール構想実現に向けて、

小中学校の児童生徒に 1 人 1 台のタブレット端末を整備した。併せて授業支

援、操作支援のため教職員への研修などを実施し、職員のＩＣＴ活用力の育

成を図り、分かり易く深まる授業の実現を目指した。

また、情報教育推進のための情報教育担当者会議を定期的に開催し、情報

教育の推進を図った。

③ 特別支援教育

支援を必要とする児童生徒への対応のため、町内４小学校に、特別支援教

育支援員６名を配置した。
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（７）各学校における教職員の資質向上、児童生徒の学力向上を図るために、学校指

定研究補助、クラブ活動補助等の教育活動推進に係る助成を実施した。

また、小学校の部活動の社会体育移行に伴い、社会体育クラブ活動補助金を交

付した。

（８）町民の学習活動支援等のため、各層にわたる社会教育事業を実施した。

① 公民館において各種講座を開設した。

② 地域ぐるみで子どもを育てる体制づくりのため、地域学校協働活動事業や地

域未来塾事業を実施し、学校と地域の交流が広まった。

（９）生涯学習町づくり推進のため、学校等における生涯学習推進事業を実施した。

（10）差別のない明るい町づくりを進めるために、苓北町人権教育・啓発基本計画

［平成２２年１０月１日策定］に基づき、人権啓発のぼり旗の設置などを行い、

人権教育の啓発を図った。

（11）文化振興・文化財保護のため、次の事業を実施した。

① 各地区文化祭への出展・発表を行った。（新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため展示のみ実施）

② 各種コンサートなどの開催については、新型コロナウイルス感染症拡大防止

のため中止とした。

③ 都市再生整備計画事業により、富岡城新大手門広場整備（石垣復元、公園

整備、遊歩道整備）を行った。

富岡城新大手門広場整備工事 ３１，４８５，１９２円

（12）志岐集会所大規模改修工事

監理業務 ５，２２５，０００円

工事費 １１３，６９３，０８８円

（延面積９９３．３６㎡、防水改修工事、外壁改修工事、建具改修工事）

（13）総合型地域スポーツクラブ「クラブれいほく」の自立に向けての補助を引き

続き実施した。「クラブれいほく」は、平成２１年３月２９日に設立し、同年

６月１日に１４種目で活動をスタートした。

令和２年度末の実動種目は３種目、会員数は６８名である。

（14）新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、苓北夕やけマラソン２０２０は中

止した。
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（15）新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、公民館や社会体育施設等の社会教

育施設において、以下の感染対策を行った。

①町民総合センター

・ワイヤレスマイクの購入 ３１２，４００円

・非接触型検温・消毒機(６台) １４５，２００円

・換気扇の設置 １５４，０００円

・網戸の設置 ４８０，５９０円

②体育センター

・ワイヤレスマイクの購入 ９０，３１０円

③農村運動広場

・プラスチックベンチの購入 ２８０，５００円

・グラウンドローラーの購入 １４３，８８０円

・ランニングマットの購入 １２４，７４０円

④坂瀬川地区総合グラウンド

・プラスチックベンチの購入 ２８０，５００円

⑤温泉プール

・換気式エアコンの購入 ３，０１０，７００円

⑥公民館

・サーキュレーターの購入 ６４，６８０円

・網戸の設置 ６３８，０００円

・換気扇の設置 １，２０６，２６０円

・換気式エアコンの設置 ９１３，０００円

（16）新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、臨時休館等の利用制限により

著しく収益が減少した指定管理施設（町民総合センター等・温泉プール)におい

て、円滑な管理を行う観点から収入減対策として、減収分の支援を行い、経営安

定化を図った。

【施設利用料の減収支援】

①町民総合センター等 補償額：１，６８５，７３０円

②温泉プール 補償額：１，５０３，９３１円

（17）緊急学生就学支援給付金事業

新型コロナウイルス感染症の影響により、休業要請等で家計が急変し、就学困

難及び生活に支障をきたしている大学生等を支援した。給付対象者を国の「学生

支援緊急給付金」受給者で、さらに保護者等が苓北町内に居住している者か対象

者本人が苓北町内の中学校を卒業した者とし、一人当たり５０，０００円を支給
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した。

１７人×５０，０００円＝８５０，０００円

（18）学校保健特別対策事業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響による学校の一斉臨時休業に係る対応及

び臨時休業からの再開等の支援を行った。

①感染症対策のためのマスク等購入支援事業

１７３，７７２円（国庫補助金８６，０００円）

②修学旅行のキャンセル料等支援事業

１９１，４００円（３，３００円×５８人）

③学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事業

１２，６９２，３７３円（国庫補助金６，０００千円）

（19）災害復旧費

令和２年度に発生した、台風１０号の被害により都呂々公民館の屋上防水等の

改修工事を実施した。設計業務委託料９１３，０００円、塗膜防水工事１，３９

２㎡、外壁改修工事３４．７㎡、２０，９６３，４１３円（財源：公有建物災害

共済金９，０６７，６９６円、公民館特定災害見舞金１００，０００円、起債１

２，７００，０００円、一般財源８，７１７円）
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１０ 国民健康保険特別会計

令和２年度は、国民健康保険制度改革から３年目にあたり、国の財政支援（公費

拡充）及び熊本県の財政運営のもと適正な業務の執行に努めた。

具体的な、事業の取組み内容は次のとおりである。

（１）国保税の収納率については、１０・１１月に徴収強化月間を設けるなど努力を

続け徴収率向上を図っているが、現年度分については９９．０４％（前年度比０．

０３ポイント増）の実績となった。なお、滞納繰越分の収納率は１６．７５％、

令和３年度への滞納繰越額は、１１，７８７，４３０円となり、前年度より６４

２，３２４円の減となった。（５３，２００円を不納欠損額とした。）

（２）医療費の適正化対策向上については、医療費通知を６回（１回あたり２月分)と

ジェネリック医薬品差額通知を年２回（半年分）該当世帯へ通知し、医療費の節

減啓発に努めた。

（３）保健事業では、第２期保健事業実施計画（データヘルス計画）に掲げた令和５

年度までに、特定健康診査受診率及び指導率６０％の達成に向けた取り組みを行

った。

しかしながら、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により役場・

公民館を会場とした集団健診が実施できなかったことなどから、受診率は、４１．

７％（速報値）と落ち込んだ。

ただし、感染症予防対策を徹底した保健指導に尽力し、目標値６０％を大きく

上まわる実施率８２．３％（速報値）を見込んでいる。

国民健康保険特別会計の決算額については、下記のとおりである。

歳入総額 １，０１５，３８５，１８２円

歳出総額 ９９２，４６５，２５３円

実質収支額 ２２，９１９，９２９円
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○国民健康保険の保健事業活動状況

生活習慣病が重症化すると医療費が高くなり、それが続くと保険者負担（国保税）

が増えていくことが考えられる。

高額医療の原因疾患である脳血管疾患や心筋梗塞、糖尿病が原因の人工透析は、生

活習慣の改善により予防可能な疾患である。そのため、高血圧の改善や糖尿病有病者

の増加の抑制、メタボリックシンドローム・予備群の減少、脂質異常症の減少に取り

組んだ。

（１）特定健康診査の未受診者への啓発活動

令和２年度は業務委託し、１１月に未受診者１，２２６名、１月に１，２１３

名に受診勧奨通知を送付した。

その結果、１１月の勧奨後に１３０名、１月の勧奨後に９７名が特定健診を受

診した。

また、医療機関と*みなし健診のデータ提供事務を委託して、４４名のデータ提

供があった。

（*通常、通院されている方で、一部の健診情報をプラスすることで、特定健診とみなす制度）

（２）健康診査について

特定健康診査・特定保健指導の結果は次のとおりである。

Ｒ２年度（暫定値）

対象者 受診者 受診率（%) 動機付け支援 積極的支援

1,430 597 41.7 44 12

人間ドック受診者は２９９名で、健診機関に５，３６５千円の委託料を支払っ

た。受診者は前年度比１名の減少となった。健診の結果、要精検者が判明し、疾

病の早期発見と早期治療につなげることで、医療費の節減に効果があったと思わ

れる。



- 36 -

費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１１ 介護保険特別会計

介護保険は平成１２年４月から介護を社会全体で支え合う制度として発足したもの

で、令和２年度は第７期事業計画（平成３０～令和２年度）の３年目となった。制度

では、保険者を町とし、住所を有する６５歳以上の者（住所地特例者を含む）が第１

号被保険者、４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者が第２号被保険者となっている。

第６期までに、軽度者を改善、重度化させないように予防重視型システムが確立さ

れ、併せて要介護認定される前の特定高齢者を把握し、介護予防する地域支援事業が

実施されてきた。また、軽度者の方や、地域の高齢者を総合的に支援する地域包括支

援センターを保健センターへ設置し、令和２年度からはこの業務を社会福祉関係団体

との連携を図りながら実施するため、苓北町社会福祉協議会に業務委託し、相談業務

や介護予防ケアマネジメントを実施している。

介護に要する財源は公費５０％（国２５％、県１２．５％、町１２．５％）、保険料

５０％（第 1 号被保険者２２％、第２号被保険者２８％）となっている。

保険料のうち、第１号被保険者（６５歳以上）収入額は１６２，１２７，５２０円

であり、うち特別徴収分は１５２，１６８，７００円、普通徴収分は９，６８７，７

００円。滞納繰越分は、２７１，１２０円で、現年度分の収納率は９９．９％であっ

た。

また、介護給付費については施設介護サービス給付費、高額介護サービス費の増加

により、対前年比＋１．８％の総額９４０，１３１，８３０円となった。

①人口統計と被保険者数（令和３年３月末）

②要介護認定者数（令和３年３月末 単位：人）

③居宅介護（介護予防）サービス受給者数（令和３年３月分 単位：人）

総人口 ６，８５８人

第１号被保険者

（65歳以上）
２，９２１人

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１号被保険者 ５７ ７２ １１８ ８８ ５６ ７５ ４３ ５０９

２号被保険者 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

総　数 ５７ ７３ １１８ ８８ ５６ ７５ ４３ ５１０

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１号被保険者 ３０ ４９ ６３ ４６ １２ １３ １１ ２２４

２号被保険者 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

総　数 ３０ ５０ ６３ ４６ １２ １３ １１ ２２５
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④地域密着型（介護予防）サービス受給者数（令和３年３月分 単位：人）

⑤施設介護サービス受給者数（令和３年３月分 単位：人）

⑥介護給付実績（令和２年度計 単位：円）

⑦地域支援事業実績（令和２年度計 単位：円）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１号被保険者 ２ ２ １９ １３ １２ １３ ７ ６８

２号被保険者 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

総　数 ２ ２ １９ １３ １２ １３ ７ ６８

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 計

１号被保険者 ４４ ７１ ２６ １４１

２号被保険者 ０ ０ ０ ０

総　数 ４４ ７１ ２６ １４１

介護サービス ８６９，９７１，２１５

介護予防サービス ４１，０４２，３６５

高額介護 ２８，４０８，２５１

審査支払手数料 ７０９，９９９

合　計 ９４０，１３１，８３０

介護予防・日常生活支援総合事業  ２３，２３５，９２５

包括的支援事業・任意事業  ５，１９６，４３３

合　計  ２８，４３２，３５８
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１２ 後期高齢者医療特別会計

７５歳以上の高齢者（一部６５歳以上）は、平成２０年４月から創設された「後期

高齢者医療制度」で医療を受けることになっており、苓北町では、保険料の徴収及び

各種申請の受付などの窓口業務等を行った。

保険料収入額は、７３，６１５，５００円で、特別徴収分が５６，５２２，４００

円、普通徴収分が１７，０９３，１００円となっており、収納率は１００％であった。

（１）被保険者数（令和３年３月末現在）

○ 被保険者（熊本県全体） ２８０，５９４人

○ 被保険者（苓北町） １，６０８人

○ 被保険者のうち障害認定者（苓北町） ２０人

（２）保険料

○ 個人毎に算定された額を一人ひとりが納付し、原則として年金から天引き

・均等割額 ５０，６００円

・所得割率 ９．９５％

・保険料最高限度額 ６４万円

（３）被保険者の一部負担割合

○ １割負担（現役並み所得者は、３割負担）

（４）制度の運営財源

○ 公 費 ５割（国４：県１：市町村１）

○ 支援金 ４割（国民健康保険、健康保険組合、共済組合など）

○ 保険料 １割（被保険者保険料）

（５）運営主体

○ 熊本県後期高齢者医療広域連合（県内４５市町村で構成）

・被保険者の資格管理や保険証の発行

・保険料の賦課決定

・医療費の給付 など

○ 苓北町

・保険料の徴収

・各種申請の受付 など
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（６）苓北町の医療費（集計期間は令和２年３月～令和３年２月 単位：円）

医 科 歯 科 調 剤 その他 計

1,258,008,563 34,652,580 226,922,150 77,895,357 1,597,478,650
※その他の内訳：療養費（補装具等）・食事生活療養費・訪問看護療養費

（７）健康診査の実施

熊本県後期高齢者医療広域連合から委託された健康診査業務を町内４医療機関

に再委託し実施した。

※受診者数 （単位：人）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

２５７ ２５５ ２５７ ２２７ １６６

（８）歯科口腔健康診査の実施

熊本県後期高齢者医療広域連合より委託された歯科口腔健康診査業務を天草郡

市歯科医師会に再委託し実施した。保険証交付時の受診勧奨チラシの同封や７５

歳到達者説明会での受診案内、訪問による受診勧奨を実施したが、受診者数は１

人であった。

（９）後期高齢者訪問指導事業の実施

後期高齢者健康診査の受診結果をもとに栄養士（会計年度任用職員）が訪問し、

健診結果と生活との関連について説明を行うとともに、個々人にあった栄養指導

を行った。

※対象者

血圧、糖代謝、脂質代謝、腎機能の項目が受診勧奨判定値を超えている人。

※訪問実績

高血圧：重症化予防 ４４名 発症予防 ９名

糖代謝：重症化予防 １４名 発症予防 ５２名

脂質代謝：重症化予防 ２０名 発症予防 １２名

腎機能：重症化予防 ６名 発症予防 ２４名

（10）後期高齢者運動指導の実施

加齢などに伴う筋肉量の減少予防のため、筋力アップを目的として運動指導を

実施した。

※対象者：苓北町に住所を有する高齢者（主に後期高齢者医療の被保険者）

※指導実績

集団指導 開催回数４４回 参加者延べ２９０名（うち７５歳以上２２２名）

個人指導 実施回数１１３回
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１３ 水道特別会計

坂瀬川・西川内、鶴、志岐・上津深江、都呂々・富岡の４簡易水道で、各家庭、事

業所等へ水道水の供給を行っている。今年度は安全で安定した水道水の供給のため以

下の工事を実施するとともに、水質管理と各施設の適正な維持管理、漏水等の早期発

見・修理を最重要課題として、日々の管理の徹底に努め、水道管理費として総額で１

２２，３７４千円を支出した。

町道浜の町線配水管布設替工事 ５，３５３，０９５円

富岡配水池本管仮設・布設替工事 ９，５１０，６９６円

町道唐干田２号線配水管延長布設工事 ９０４，２２８円

主なものは浄水場等の電気料金１７，６２９千円、薬品代５，１８２千円、漏水修

理等の修繕料１４，２８８千円、土曜・祝祭日等の水道施設管理委託料５，４６８千

円、水道料金等システム改修業務委託料２，６４０千円、固定資産台帳作成基礎調査

業務委託料３，０５８千円、都呂々ダム共同管理費負担金として９，２２６千円を支

出した。また、公課費として消費税８，００５千円を支出した。

起債元金償還金として３５，３０９千円、利子償還金として９，２２７千円を支出

した。その結果、令和２年度末の地方債残高は、３８７，３５０千円で、前年度末残

高４２２，６５９千円に対して△８．４％となった。
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１４ 下水道特別会計

平成１２年度の供用開始から２０年が経過し、平成３０年度から令和２年度までの

３年計画で施設の長寿命化を目的として、富岡浄化センター更新事業業務委託を行っ

た。

富岡浄化センター更新事業業務委託 ８７，３５０，０００円

（うち前年度繰越分１８，０００，０００円）

財源内訳 社会資本整備総合交付金 ４７，７９２，５００円

起債 ３９，４００，０００円

一般財源 １５７，５００円

下水道管理費として１１０，４１０千円を支出した。主なものは処理場等維持管理

業務の委託料３４，６１３千円、汚泥運搬処分委託料４，９８６千円、処理場・マン

ホールポンプ場の電気料１５，９１３千円、マンホールポンプなどの修繕料１０，６

６６千円などである。

起債元金償還金として１７２，０８７千円、利子償還金として３７，００８千円を

支出した。また、富岡浄化センター更新事業のため、３９，４００千円の借入を行っ

た。

その結果、令和２年度末の地方債現在高は、１，８５２，９２７千円となり、前年

度末残高１，９８５，６１４千円に対して、△６．７％となった。

下水道水洗化率の推移は以下のとおりとなっている。 （単位：人、％）

年 度 人 口 供用区域内人口 水洗化人口 水洗化率

平成２８年度 ７，４６２ ５，７９６ ５，１５４ ８８．９

平成２９年度 ７，３１１ ５，７０１ ５，０９７ ８９．４

平成３０年度 ７，２２３ ５，６５２ ５，０７８ ８９．８

令和 元 年度 ７，０４２ ５，５３５ ５，０１７ ９０．６

令和 ２ 年度 ６，８５８ ５，３９３ ４，９２０ ９１．２
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１５ 農業集落排水特別会計

農業集落排水事業は、農業振興地域を対象として、水質汚濁による農業被害の解消

を図るとともに、農村生活環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与するため、農業

集落がまとまっている坂瀬川鶴地区と木場地区で事業を実施し、鶴地区は平成１１年

４月、木場地区は平成１４年４月に供用を開始した。

農業集落排水管理費として、３，８３６千円を支出した。主なものは処理施設等運

転管理業務委託料１，０３４千円、汚泥汲取料１，２７７千円、処理施設・マンホー

ルポンプ場の電気料９９８千円などである。

起債元金償還金として１０，６１６千円、利子償還金として２，０１２千円を支出

した。その結果、令和２年度末の地方債現在高は９４，４５１千円となっており、前

年度末残高の１０５，０６７千円に対して△１０．１％となった。

令和２年度末区域内人口１９６人に対して、水洗化人口１８５人で、水洗化率は９

４．４％である。
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費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１６ 特定地域生活排水処理事業特別会計

下水道、農業集落排水事業計画区域以外の地区においては、特定地域生活排水処理

事業で合併処理浄化槽を設置して、各家庭における清潔で快適な生活環境の整備とと

もに、公共用水域の水質保全に努めている。

令和２年度は坂瀬川（和田）地区、志岐（城下）地区、白木尾地区において、５人

槽２基、７人槽１基、計３基の特定地域排水処理施設（合併処理浄化槽）を設置し、

工事費として２，６３５千円を支出した。平成１０年度の事業開始から令和２年度ま

でで４１９基を設置した。

特定地域生活排水処理管理費では、３２，３８６千円を支出した。主なものは合併

処理浄化槽の保守点検、清掃の維持管理委託料として２２，４０８千円、法定検査手

数料として１，５７６千円などである。

起債元金償還金として８，９３４千円、起債利子償還金として２，６８３千円を支

出した。また、３基の特定地域排水処理施設（合併処理浄化槽）設置工事のため１，

６００千円の借入を行った。

その結果、令和２年度末の地方債残高は、１４５，５９８千円で、前年度末残高の

１５２，９３２千円に対して△４．８％となった。

令和２年度下水道及び農業集落排水区域を除く特定地域生活排水処理事業区域の人

口１，２６９人に対して、水洗化人口１，０２９人で、水洗化率は８１．１％である。



- 44 -

費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１７ 宅地造成事業特別会計

（１）宅地造成特別会計

ざいのおニュ－ビレッジの分譲地１区画を販売した。

区画番号：７ 面積：２６０．９１㎡ 販売金額：３，４６８，９１７円


